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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

(注) １ 売上高には、消費税等は含まれていない。 

２ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益金額については当期純損失であり、潜在株式がないため記載していない。 

３ 従業員数は、就業人員数を表示している。 

  

回次 第75期中 第76期中 第77期中 第75期 第76期 

会計期間 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成15年 
  ９月30日 

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日 

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ３月31日 

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日 

売上高 (百万円) 14,858 13,116 12,768 36,717 30,159

経常利益又は 
経常損失(△) 

(百万円) △326 △896 △907 88 △922

中間(当期)純損失 (百万円) 888 505 5,340 849 629

純資産額 (百万円) 36,577 35,981 30,931 36,921 35,820

総資産額 (百万円) 64,874 56,513 58,688 61,319 58,608

１株当たり純資産額 (円) 1,001.11 988.08 860.95 1,013.73 996.67

１株当たり中間(当期) 
純損失金額 

(円) 24.32 13.88 148.62 23.27 17.34

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益金額 

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 56.38 63.67 52.71 60.21 61.12

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 1,145 2,544 △2,601 59 1,847

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 78 △212 △70 323 △420

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △149 △149 △131 △324 △438

現金及び現金同等物 
の中間期末(期末)残高 

(百万円) 7,627 8,795 4,812 6,612 7,601

従業員数 (人) 504 376 376 379 382



(2) 提出会社の経営指標等 

  

(注) １ 売上高には、消費税等は含まれていない。 

２ １株当たり情報については、第五号様式記載上の注意(4)ｂただし書に基づき省略している。 

３ 従業員数は、就業人員数を表示している。 

  

回次 第75期中 第76期中 第77期中 第75期 第76期 

会計期間 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成15年 
  ９月30日 

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日 

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ３月31日 

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日 

売上高 (百万円) 13,473 11,957 10,311 33,725 28,151

経常利益又は 
経常損失(△) 

(百万円) △81 △794 △828 405 △640

中間(当期)純損失 (百万円) 626 527 5,248 475 462

資本金 (百万円) 6,619 6,619 6,619 6,619 6,619

発行済株式総数 (千株) 36,546 36,432 36,432 36,432 36,432

純資産額 (百万円) 35,304 34,798 30,108 35,760 34,905

総資産額 (百万円) 62,402 54,576 57,302 59,389 57,006

１株当たり中間 
(年間)配当額 

(円) 3.50 3.00 3.00 7.00 6.00

自己資本比率 (％) 56.58 63.76 52.54 60.21 61.23

従業員数 (人) 413 307 295 300 300



２ 【事業の内容】 

当中間連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営む事業の内容について、重要な変更は

ない。また、主要な関係会社においても異動はない。 

  

３ 【関係会社の状況】 

当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はない。 

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

平成17年９月30日現在 

(注) 従業員数は就業人員数(当社グループ外からの出向者を含む。)であり、臨時雇用者数は含まれていない。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成17年９月30日現在 

(注) 従業員数は就業人員数(当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。)であり、臨時雇用者数は含まれ

ていない。 

  

(3) 労働組合の状況 

当社グループの労使関係は円満に推移しており特記すべき事項はない。 

  

セグメント 従業員数(人)

鉄構製品事業 

橋梁 229 

鉄骨・その他 121 

全社(共通) 26 

不動産事業 ― 

合計 376 

従業員数(人) 295 



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間連結会計期間におけるわが国経済は、企業業績の回復により競争力の維持に向けた設備投資に積極的な動き

が見られたことや、雇用・所得環境の改善にともない個人消費に堅調な拡大が見られたこと、また、輸出が２四半期

ぶりに増加するなど、昨年後半からの調整局面を脱し、緩やかながらも回復基調で推移した。 

   このような中、当中間連結会計期間の受注高は、220億円（前中間連結会計期間比2.1％減）、完成工事高は不動

産事業売上高を含め127億円（同2.7％減）となり、これにより当中間連結会計期間末の受注残高は490億円（同

23.3％増）となっている。 

   損益面については、完成工事高減少に加え加工収入の低下もあり、経常損失9億7百万円となった。また、固定資

産減損損失47億3千2百万円を特別損失に計上したため、中間純損失53億4千万円となった。 

  

当中間連結会計期間の事業の種類別セグメントの業績は、次の通りである。 

―鉄構製品事業― 

  橋梁・鉄骨業界においては、国・地方自治体の財政難による公共事業縮減など長期にわたり低迷状態が続いてい

る。 

  

① 橋梁部門 

当社は、公正取引委員会から独占禁止法違反の容疑で告発されたことにより、平成17年6月17日付けで国土交通省よ

り行政処分（指名停止措置）を受け、その後、各自治体等の発注者からも同様の行政処分を受けている。この影響に

より、当中間連結会計期間の受注高は、首都高速道路公団・ＨＭ14工区（1）、和歌山県・切目川１号橋、北海道・開

運橋他で19億円（前中間連結会計期間比72.5％減）にとどまった。完成工事高は、国土交通省中部地方整備局・新新

天竜川橋、同中国地方整備局・阿弥陀川橋、福岡北九州道路公社・第502工区（樋井川）他で49億円（同5.2％増）と

なり、これにより受注残高は、192億円（同8.8％減）となっている。 

  

 ② 鉄骨・その他部門 

当中間連結会計期間の受注高は、東京駅日本橋口ビル、中央合同庁舎７号館、東京赤坂５丁目ＴＢＳ開発Ａ１業務

棟他で200億円（前中間連結会計期間比31.3％増）となっている。完成工事高は、ニッセイ札幌プロジェクト、東京ミ

ッドタウンプロジェクトA棟、名古屋・牛島再開発事業事務所棟他で76億円（同7.3％減）となり、これにより受注残

高は、298億円（同59.3％増）となった。 

  

―不動産事業― 

  大阪事業所未利用地部分について賃貸契約を締結し、有効活用を行っている。この結果、当中間連結会計期間の不

動産事業売上高は、1億円（前中間連結会計期間比8.4％増）となった。 

  



(2) キャッシュ・フロー 

当中間連結会計期間末における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は前連結会計年度末に

比べ27億8千万円減少し48億1千万円となった。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

当中間連結会計期間における営業活動の結果使用した資金は26億円（前中間連結会計期間は25億4千万円の収入）と

なった。これは未成工事受入金の増加による収入49億8千万円があったものの未成工事支出金等の増加55億8千万円、

売上債権の増加8億4千万円による支出があったことなどによるものである。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

当中間連結会計期間における投資活動の結果使用した資金は7千万円（前中間連結会計期間比1億4千万円減少）とな

った。これは有形固定資産取得による支出などによるものである。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

当中間連結会計期間における財務活動の結果使用した資金は1億3千万円（前中間連結会計期間比1千万円減少）とな

った。これは配当金の支払があったことなどによるものである。 

  

２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

  

(注) 上記生産高は請負契約高に生産進捗率を乗じて算出している。 

  

(2) 受注状況 

  

  

鉄構製品事業 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

金額(百万円)
前年同期比
(％) 

橋 梁 6,342 2.9

鉄骨・その他 11,307 87.8

合 計 17,650 44.9

鉄構製品事業 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

金額(百万円)
前年同期比
(％) 

  橋 梁 1,996 △72.5

受注高 鉄骨・その他 20,023 31.3

  合 計 22,019 △2.1

  橋 梁 19,211 △8.8

受注残高 鉄骨・その他 29,854 59.3

  合 計 49,066 23.3



(3) 販売実績 
  

（注）１ 売上高に対する割合が100分の10以上の相手先別の売上高及びその割合は、次のとおりである。 

前中間連結会計期間 

  

当中間連結会計期間 

  

３ 【対処すべき課題】 

今後については、国内民間需要に支えられた景気回復が緩やかながらも続くものと見込まれているが、一方では、原

油価格高騰の長期化や、アメリカ・中国などの景気動向が国内に与えるマイナス要因、社会保障負担の増大、増税論議

など個人消費の抑制となる動きもあり、景気回復の障害となる懸念もある。 

 橋梁・鉄骨業界では、鉄骨においては堅調な設備投資に支えられた受注が見込まれるものの、橋梁については、先の

鋼鉄製橋梁談合事件への関与に対し、大幅な受注の減少は避けられず、早期の信頼回復に向けた取り組みが急務となっ

ている。 

 これに対し当社では、社長を委員長とする「コンプライアンス委員会」を設置し、社長自らが当社グループの全役職

員に対し直接「コンプライアンス宣言」を行ない、二度とこのような事態を起こさぬよう法令遵守に向けた固い決意を

表明した。また、「行動規範」「営業活動実施基準」を制定し社内講習会等を通じて徹底を図り、社内の意識改革を進

め法令遵守体制および内部管理体制の強化に向けた取り組みを開始している。 

 更に、社長以下関係役員の降格・減給により経営陣の責任を明確にすると共に、営業部門の部長級以上の社員の異動

を行い、人心刷新を図った。今後も引き続き全社一丸となって、早期の信頼回復に向けた取り組みを進めていく所存で

ある。 

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

当中間連結会計期間において新たに締結・変更・解約した経営上の重要な契約等はない。 

  

事 業 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

金額(百万円)
前年同期比
(％) 

  橋 梁 4,943 5.2

鉄構製品事業 鉄骨・その他 7,648 △7.3

   計 12,592 △2.8

不動産事業                176 8.4

合 計 12,768 △2.7

相手先 金額(百万円) 割合(％)

大成建設株式会社 2,525 19.3

株式会社内外テクノス 1,649 12.6

相手先 金額(百万円) 割合(％)

国土交通省 1,956 15.3

大成建設株式会社 1,632 12.8

株式会社大林組 1,318 10.3



５ 【研究開発活動】 

当社グループは、橋梁・鉄骨の製作及び架設段階での最先端の技術を中心に研究開発活動を行っている。当中間連

結会計期間におけるグループ全体の研究開発費は、49百万円である。 

当中間連結会計期間の研究開発費の部門別内容については以下の通りである。 

  

―鉄構製品事業― 

[橋梁部門] 

新合成床版の開発、膨張コンクリートを使用した合成桁の開発、橋梁の制振対策と耐風安定性に関する研究開発の

他に、株式会社宮地鐵工所との技術提携として合成・複合構造物の開発の検討、振動制御に関する開発の検討などを

前連結会計年度から継続して行っている。 

当中間連結会計期間に実施した項目と概略の内容を以下に説明する。 

１．新合成床版（パイプスラブ）の開発 

２．膨張コンクリートを使用した合成桁の開発 

３．橋梁の制振対策と耐風安定性に関する研究開発 

４．合成・複合構造物の開発の検討 

５．振動制御に関する開発の検討 

１．については、新合成床版（パイプスラブ）の開発を３社共同で進め、開発が完了し、社団法人日本橋梁建設協

会の「登録床版」となった。半家橋他３件の橋梁に対して採用され、現在施工中である。製作・施工上の問題に対し

て検討を行い、構造や施工要領に対するフィードバックを行っている。 

２．については、一連の開発を終了し、今までの成果をまとめて、現在、土木学会構造工学シンポジウムに投稿し

ている。今後、実構造への適用を目指して提案などの実施を検討している。 

３．については、高欄による耐風安定性改善の研究開発について基本的な高欄形状に対する実験を終了し、改良案

を検討中である。小型ＴＭＤ（同調質量ダンパー）の開発は既に開発が完了しており、客先提案など実使用に向けた

活動を行っている。 

４．については、株式会社宮地鐵工所との技術提携の中で新しい耐振構造の開発を継続して検討している。 

５．についても、株式会社宮地鐵工所との技術提携の中で検討している。開発課題として、新形式のアーチ橋、二

重合成桁橋を選定し、これらについて共同で開発を進めている。 

ニュービジネス開発部門では、新たに環境事業部を立ち上げ、取り組みを強化している。「風況観測データ処理ツ

ールの開発」、「橋梁モニタリングシステムの開発」、「車番認識システムの開発」への取り組みの他、現在、風力

発電設備導入にあたっての一連の検討業務、調査業務を実施すべく準備を進めている。 

当中間連結会計期間における橋梁部門の研究開発費は49百万円である。 

  



［鉄骨部門・その他部門］ 

新技術・新製品の研究開発及び生産技術の検証を目的に取り組んでいる。 

当中間連結会計期間に実施した項目と概略の内容を以下に説明する。 

１．駒井式柱梁接合部形式『KO－らむ』Ｋタイプの研究 

２．新エンドタブ工法の研究 

３．高能率溶接工法の開発 

４．免震装置の開発 

５．システム建築用外壁材の開発 

１．については、この形式の接合部の設計式を検討し、実用化に向けて研究を継続している。 

２．については、平成16年度の研究成果を踏まえて、実工事への適用を試みている。なお、本工法の特許出願を予

定している。 

３．については、日本を代表する建築鉄骨を受注し製作する当社において極厚鋼板の溶接は生産性に対する大きな

課題である。新しい極厚鋼板の大入熱・高能率溶接工法を考案し、その開発に取り組んでいる。 

４．については、他１社との共同研究を継続している。 

５．については、システム建築において、鉄骨製作と現場施工の合理化により、工期の短縮と鉄骨を含めたトータ

ルコストの削減が図れる外壁材の開発を提案し、その開発に着手した。 

当中間連結会計期間における鉄骨・その他部門の研究開発費は０百万円である。 

  

  

※ 以上、第２ 事業の状況 の金額には、消費税等は含まれていない。 



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はない。 

  

  

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

当中間連結会計期間末における、重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はない。 

  



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

  

② 【発行済株式】 

  

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項なし。 

  

(3) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

  

種類 会社が発行する株式の総数(株) 

普通株式 99,525,000

計 99,525,000

種類 
中間会計期間末 
現在発行数(株) 
(平成17年９月30日) 

提出日現在
発行数(株) 

(平成17年12月９日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容 

普通株式 36,432,711 同左

東京証券取引所
(市場第一部) 
大阪証券取引所 
(市場第一部) 

― 

計 36,432,711 同左 ― ― 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(株) 

発行済株式
総数残高 
(株) 

資本金増減額
  

(百万円) 

資本金残高
  

(百万円) 

資本準備金 
増減額 
(百万円) 

資本準備金
残高 
(百万円) 

平成17年４月１日～ 
平成17年９月30日 

― 36,432,711 ― 6,619 ― 6,273



(4) 【大株主の状況】 

平成17年９月30日現在 

  

(5) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成17年９月30日現在 

(注) 1 「完全議決権株式(その他)」の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が22,000株(議決権の数22個)含まれている。 

2 「単元未満株式」の普通株式には、当社所有の自己株式25株が含まれている。 

  

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株) 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％) 

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内1-6-6 1,960 5.38

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区有楽町1-1-2 1,793 4.92

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社（信託口） 

東京都港区浜松町2-11-3 1,507 4.14

モルガンスタンレーアンドカン
パニーインターナショナルリミ
テッド 常任代理人モルガン・
スタンレー証券会社東京支店 

東京都渋谷区恵比寿4-20-3 1,452 3.99

三井物産株式会社 東京都中央区晴海1-8-12 1,432 3.93

ＪＦＥスチール株式会社 東京都千代田区内幸町2-2-3 1,354 3.72

株式会社りそな銀行 大阪市中央区備後町2-2-1 1,343 3.69

ＪＦＥ商事株式会社 東京都千代田区大手町2-7-1 792 2.18

住友金属工業株式会社 大阪市中央区北浜4-5-33 788 2.16

株式会社ＵＦＪ銀行 名古屋市中区錦3-21-24 718 1.97

計 ― 13,142 36.07

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 
（自己保有株式）
普通株式 

505,000 
― ― 

完全議決権株式(その他) 
普通株式 

35,425,000 
35,425 ― 

単元未満株式 
普通株式 

502,711 
― ― 

発行済株式総数 36,432,711 ― ― 

総株主の議決権 ― 35,425 ― 



② 【自己株式等】 

平成17年９月30日現在 

(注) 上記のほか株主名簿上は当社名義となっているが、実質的に所有していない株式が3,000株(議決権の数3  個)ある。なお、

当該株式数は上記「発行済株式」の「完全議決権株式(その他)」に含めている。 

  

２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものである。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書提出後、当半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりである。 

 （1）役職の異動 

（注）当社では、意思決定機能と業務執行機能を分離し、より迅速な経営判断と業務執行により経営効率の向上を図る

ため、執行役員制度を導入している。 

   前事業年度の有価証券報告書提出後、当半期報告書提出日までの執行役員の異動は、次のとおりである。 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数 
(株) 

他人名義
所有株式数 
(株) 

所有株式数
の合計 
(株) 

発行済株式総数
に対する所有 
株式数の割合(％)

(自己保有株式) 
駒井鉄工株式会社 

大阪市港区磯路二丁目 
20番21号 

505,000 ― 505,000 1.39

計 ― 505,000 ― 505,000 1.39

月別 
平成17年 
４月 

  
５月 ６月 ７月 ８月 

  
９月 

最高(円) 415 380 361 333 329 361

最低(円) 367 319 308 314 301 320

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日 

取締役常務執行役員 

（橋梁営業本部長 兼 橋梁本部長 兼 

品質保証室長） 

取締役常務執行役員 

（橋梁本部長 兼 品質保証室長） 

吉村文達 平成17年7月1日 

取締役常務執行役員 

（財務部、総務部、コンプライアンス

室、関係会社担当） 

取締役常務執行役員 

（財務部長 総務部、コンプライアン

ス室、関係会社担当） 

海老澤正博 平成17年8月1日 

取締役常務執行役員 

（社長室長  環境事業部担当） 

取締役常務執行役員 

（社長室長） 

須賀安生 平成17年8月1日 

取締役常務執行役員 

（橋梁営業本部長 兼 橋梁本部長 品

質保証室担当） 

取締役常務執行役員 

（橋梁営業本部長 兼 橋梁本部長 兼 

品質保証室長） 

吉村文達 平成17年8月1日 

取締役常務執行役員 

（経営企画部、環境事業部担当） 

取締役常務執行役員 

（社長室長  環境事業部担当） 

須賀安生 平成17年11月7日 



   ①役職の異動 

  

   ②退任執行役員 

  

  

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日 

執行役員 

（ニュービジネス担当） 

常務執行役員 

（橋梁営業本部長） 

吉川 皓 平成17年7月1日 

執行役員 

（経営企画部副担当） 

執行役員 

（ニュービジネス担当） 

吉川 皓 平成17年11月7日 

役名 職名 氏名 退任年月日 

常務執行役員 橋梁営業担当 吉田 浩 平成17年11月30日 



第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11年大蔵省令第

24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に準拠して作成し、「建設業法施行規則」(昭和24年建設省令第

14号)に準じて記載している。 

   ただし、前中間連結会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)については、「財務諸表等の用

語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成16年１月30日内閣府令第５号)附則第３

項のただし書きにより、改正前の中間連結財務諸表規則に準拠して作成している。 

  

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省令第38号。

以下「中間財務諸表等規則」という。)に準拠して作成し、「建設業法施行規則」(昭和24年建設省令第14号)に準

じて記載している。 

   ただし、前中間会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)については、「財務諸表等の用語、様

式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成16年１月30日内閣府令第５号)附則第３項のた

だし書きにより、改正前の中間財務諸表等規則に準拠して作成している。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日ま

で)及び当中間連結会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)の中間連結財務諸表並びに前中間会計期間

(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)及び当中間会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)の

中間財務諸表について、新日本監査法人により中間監査を受けている。 

  



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

  

  

  
前中間連結会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(資産の部)   

Ⅰ 流動資産   

現金預金 8,795 4,812 7,814 

受取手形・完成工事 
未収入金 

5,979 9,185 8,273 

未成工事支出金等 9,536 15,304 9,712 

その他 1,544 2,811 2,327 

貸倒引当金 △0 △0 △0 

流動資産合計 25,855 45.7 32,114 54.7 28,126 48.0

Ⅱ 固定資産   

１ 有形固定資産   

建物・構築物 ※１ 11,468 10,829 11,441 

機械装置・運搬具 6,663 6,434 6,669 

土地 ※１ 16,978 12,733 16,954 

その他 1,898 1,871 1,927 

減価償却累計額 △11,122 △11,276 △11,429 

有形固定資産合計 25,886 20,592 25,564 

２ 無形固定資産 156 127 136 

３ 投資その他の資産   

投資有価証券 3,665 4,952 3,997 

その他 957 910 792 

貸倒引当金 △8 △8 △8 

投資その他の資産 
合計 

4,614 5,854 4,781 

固定資産合計 30,658 54.3 26,574 45.3 30,481 52.0

資産合計 56,513 100 58,688 100 58,608 100 

      



  

  

  
前中間連結会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(負債の部)   

Ⅰ 流動負債   

支払手形・工事未払金 5,984 10,173 10,071 

短期借入金 ※１ 2,830 2,040 2,810 

１年以内償還予定社債 500 200 200 

未成工事受入金 6,202 9,823 4,817 

賞与引当金 191 146 189 

工事損失引当金 360 ― ― 

その他 1,080 748 978 

流動負債合計 17,148 30.3 23,131 39.4 19,067 32.5

Ⅱ 固定負債   

社債 200 ― ― 

長期借入金 ※１ ― 1,250 500 

繰延税金負債 1,808 1,885 1,755 

退職給付引当金 858 970 925 

役員退職慰労引当金 146 149 168 

事業構造改革引当金 189 189 189 

その他 181 181 181 

固定負債合計 3,383 6.0 4,625 7.9 3,720 6.4

負債合計 20,532 36.3 27,756 47.3 22,788 38.9

(資本の部)   

Ⅰ 資本金 6,619 11.7 6,619 11.3 6,619 11.3

Ⅱ 資本剰余金 6,273 11.1 6,274 10.7 6,274 10.7

Ⅲ 利益剰余金 21,886 38.7 16,204 27.6 21,653 36.9

Ⅳ その他有価証券評価差額金 1,205 2.2 2,002 3.4 1,438 2.5

Ⅴ 為替換算調整勘定 ― ― △1 △0.0 △1 △0.0

Ⅵ 自己株式 △4 △0.0 △168 △0.3 △164 △0.3

資本合計 35,981 63.7 30,931 52.7 35,820 61.1

負債資本合計 56,513 100 58,688 100 58,608 100 

    



② 【中間連結損益計算書】 

  

  

  
前中間連結会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 完成工事高 13,116 100 12,768 100 30,159 100 

Ⅱ 完成工事原価 12,705 96.9 12,438 97.4 28,390 94.1

完成工事総利益 410 3.1 329 2.6 1,769 5.9

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１ 1,339 10.2 1,274 10.0 2,753 9.2

営業損失 929 7.1 944 7.4 984 3.3

Ⅳ 営業外収益   

受取利息 5 6 10 

受取配当金 18 30 28 

受取家賃 15 14 30 

材料屑売却益 12 9 33 

雑収入 9 2 13 

営業外収益計 61 0.5 65 0.5 116 0.4

Ⅴ 営業外費用   

支払利息 21 24 43 

支払手数料 3 2 7 

材料貯蔵品売却損 2 ― ― 

雑支出 0 1 3 

営業外費用計 28 0.2 28 0.2 54 0.2

経常損失 896 6.8 907 7.1 922 3.1

Ⅵ 特別利益   

固定資産売却益 ※２ 0 0 0 

投資有価証券売却益 ― ― 31 

特別利益計 0 0.0 0 0.0 31 0.1

Ⅶ 特別損失   

固定資産売却損 ※３ 11 ― 19 

固定資産除却損 32 8 35 

減損損失 ※４ ― 4,732 ― 

その他 7 3 31 

特別損失計 51 0.4 4,743 37.1 86 0.2

税金等調整前 
中間(当期)純損失 

947 7.2 5,651 44.2 976 3.2

法人税、住民税 
及び事業税 

14 0.1 13 0.1 28 0.1

法人税等調整額 △455 △3.4 △323 △2.5 △375 △1.1

中間(当期)純損失 505 3.9 5,340 41.8 629 2.1

      



③ 【中間連結剰余金計算書】 

  

  

  
前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

（資本剰余金の部）     

Ⅰ 資本剰余金期首残高   6,273 6,274   6,273

Ⅱ 資本剰余金増加高     

自己株式処分差益 0 0 ― ― 0 0

Ⅲ 資本剰余金 
  中間期末(期末)残高 

  6,273 6,274   6,274

（利益剰余金の部）     

Ⅰ 利益剰余金期首残高   22,519 21,653   22,519

Ⅱ 利益剰余金減少高     

中間(当期)純損失 505 5,340 629 

配当金 127 633 107 5,448 236 866

Ⅲ 利益剰余金 
  中間期末(期末)残高 

  21,886 16,204   21,653

      



④ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

  

   
前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅰ 営業活動による 
キャッシュ・フロー 

  

税金等調整前 
中間(当期)純損失 

 △947 △5,651 △976

減価償却費  346 308 700

減損損失  ― 4,732 ―

貸倒引当金の増減額  △1 0 △1

賞与引当金の減少額  △6 △43 △7

工事損失引当金の増加額  360 ― ―

退職給付引当金の増加額  38 44 105

役員退職慰労引当金の 
増減額 

 11 △18 33

受取利息及び受取配当金  △23 △37 △39

投資有価証券売却損益  ― 3 △31

支払利息  25 26 50

有形固定資産除売却損  43 7 54

売上債権の増減額  5,682 △849 3,370

未成工事支出金等の増減額  854 △5,584 677

仕入債務の増減額  △1,488 89 2,598

未成工事受入金の増減額  △2,253 4,988 △3,637

その他  △68 △603 △1,008

小計  2,573 △2,587 1,888

利息及び配当金の受取額  23 37 39

利息の支払額  △25 △26 △50

事業構造改革による支出  ― ― △0

法人税等の支払額  △27 △25 △28

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

 2,544 △2,601 1,847



  

  

    
前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅱ 投資活動による 
キャッシュ・フロー 

  

定期預金預入による支出  ― △100 △212

定期預金払戻による収入  ― 212 ―

有形固定資産の取得 
による支出 

 △170 △82 △255

有形固定資産の売却 
による収入 

 27 0 68

投資有価証券の取得 
による支出 

 △17 △8 △18

投資有価証券の売却 
による収入 

 ― 0 99

貸付けによる支出  △75 △193 △155

貸付金の回収による収入  22 100 54

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

 △212 △70 △420

Ⅲ 財務活動による 
キャッシュ・フロー 

  

短期借入金純減少額  ― △500 ―

長期借入金の返済 
による支出 

 △20 △310 △40

長期借入による収入  ― 790 ―

自己株式の取得 
による支出 

 △1 △4 △161

配当金の支払額  △127 △107 △236

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

 △149 △131 △438

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る 
換算差額 

 ― 15 ―

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額  2,183 △2,788 989

Ⅵ 現金及び現金同等物 
の期首残高 

 6,612 7,601 6,612

Ⅶ 現金及び現金同等物の 
中間期末(期末)残高 

 8,795 4,812 7,601

    



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

  

項目 
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１ 連結の範囲に関す

る事項 

(1) 連結子会社の数 ４社 

  連結子会社名 

   東北鉄骨橋梁㈱ 

   駒井エンジニアリン

グ㈱ 

   ㈱駒井テクノス 

   ㈱駒井鉄工大阪工場 

(1) 連結子会社の数 ４社 

  連結子会社名 

   東北鉄骨橋梁㈱ 

   駒井エンジニアリン

グ㈱ 

   ㈱駒井鉄工大阪工場 

   上海駒井鉄工建設工

程技術有限公司 

    

    

(1) 連結子会社の数 ４社 

主要な連結子会社名

は「第１企業の概況

４ 関係会社の状況」

に記載しているため

省略した。 

（連結範囲の変更） 

平成16年10月に連結子会

社であった株式会社駒井

テクノスを吸収合併し

た。上海駒井鉄工建設工

程技術有限公司を設立し

新たに連結子会社として

いる。 

  (2) 主要な非連結子会社の

名称等 

   ㈱シップス 

(2) 主要な非連結子会社の

名称等 

    ㈱シップス 

(2) 主要な非連結子会社の

名称等 

    ㈱シップス 

   (連結の範囲から除いた

理由) 

非連結子会社はいずれも

小規模会社であり、合計

の総資産、売上高、中間

純損益（持分に見合う

額）及び利益剰余金(持

分に見合う額)等は、い

ずれも中間連結財務諸表

に重要な影響を及ぼして

いない。 

 (連結の範囲から除いた

理由) 

同左 

 (連結の範囲から除いた

理由) 

 非連結子会社は、いずれ

も小規模であり、合計の

総資産、売上高、当期純

損益(持分に見合う額)及

び利益剰余金 (持分に見

合う額)等は、いずれも

連結財務諸表に重要な影

響を及ぼしていないため

である。 

２ 持分法の適用に関

する事項 

(1) 非連結子会社及び関連

会社に対する投資につ

いて持分法を適用して

いない。 

(1)    同左 (1)    同左 

  

  (2) 持分法を適用していな

い非連結子会社及び関

連会社(㈱シップス他)

は、それぞれ中間純損

益及び利益剰余金等に

及ぼす影響が軽微であ

り、かつ全体としても

重要性がないため、持

分法の適用から除外し

ている。 

(2)    同左 (2) 持分法を適用していな

い非連結子会社及び関

連会社(㈱シップス他)

は、当期純損益及び利

益剰余金等に及ぼす影

響が軽微であり、かつ

全体としても重要性が

ないため、持分法の適

用から除外している。 



  

  

項目 
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

３ 連結子会社の中間

決算日（決算日）

等に関する事項 

  

―――――― 連結子会社のうち、中

間連結決算日と一致し

ていない子会社１社に

ついては中間連結財務

諸表作成に当たり中間

連結決算日現在で実施

した仮決算に基づく中

間財務諸表を使用して

いる。 

連結子会社のうち、連

結決算日と一致してい

ない子会社１社につい

ては連結財務諸表作成

に当たり連結決算日現

在で実施した仮決算に

基づく財務諸表を使用

している。 

４ 会計処理基準に関

する事項 

(1) 重要な資産の評価基準

及び評価方法 

  有価証券 

  その他有価証券 

  ＜時価のあるもの＞ 

  …中間決算日の市場価

格等に基づく時価法

(評価差額は全部資本

直入法により処理し、

売却原価は移動平均法

により算定している) 

  ＜時価のないもの＞ 

  …移動平均法による原

価法 

(1) 重要な資産の評価基準

及び評価方法 

  有価証券 

同左 

(1) 重要な資産の評価基準

及び評価方法 

  有価証券 

  その他有価証券 

  ＜時価のあるもの＞ 

  …決算日の市場価格等

に基づく時価法(評価

差額は全部資本直入法

により処理し、売却原

価は移動平均法により

算定している) 

  ＜時価のないもの＞ 

  …移動平均法による原

価法 

  

  

  たな卸資産 

  未成工事支出金 

  …個別法による原価法 

  材料貯蔵品 

  …移動平均法による原

価法 

  たな卸資産 

同左 

  たな卸資産 

同左 

  

  (2) 重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

  建物及び無形固定資産

については定額法、建

物以外の有形固定資産

については定率法によ

っている。無形固定資

産のうち、自社利用の

ソフトウェアについて

は、社内における見積

利用可能期間(５年)に

基づく定額法によって

いる。 

  なお、当社は、通常の

使用時間を超えて稼動

した機械装置について

は、当社の通常の使用

時間と超過時間との割

合に基づき、増加償却

を実施している。 

(2) 重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

建物及び無形固定資産

については定額法、建

物以外の有形固定資産

については主として定

率法によっている。無

形固定資産のうち、自

社利用のソフトウェア

については、社内にお

ける見積利用可能期間

(５年)に基づく定額法

によっている。 

なお、主な耐用年数は

以下の通りである。 

  建物・構築物 

10年～50年 

  機械装置・運搬具 

４年～13年 

(2) 重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

同左 



  

項目 
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

    なお、主な耐用年数は

以下の通りである。 

  建物・構築物 

10年～50年 

  機械装置・運搬具 

４年～13年 

    

  (3) 重要な引当金の計上基

準 

 貸倒引当金 

  債権の貸倒れによる損

失に備えるため貸倒実

績率により計上してい

る。貸倒懸念債権等特

定の債権については個

別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を

計上している。 

(3) 重要な引当金の計上基

準 

 貸倒引当金 

  債権の貸倒れによる損

失に備えるため一般債

権については貸倒実績

率に基づき計上し、貸

倒懸念債権等特定の債

権については個別に回

収可能性を検討し、回

収不能見込額を計上し

ている。 

(3) 重要な引当金の計上基

準 

 貸倒引当金 

同左 

  

   賞与引当金 

  従業員の賞与金支給に

備えるため、支給見込

額のうち、当中間連結

会計期間に帰属する部

分を計上している。 

 賞与引当金 

同左 

 賞与引当金 

  従業員の賞与金支給に

備えるため、支給見込

額のうち、当連結会計

年度に帰属する部分を

計上している。 

  工事損失引当金 

  当中間連結会計期間末

の手持工事のうち、大

幅な損失が発生すると

見込まれ、かつ、同時

点での当該損失額を合

理的に見積ることが可

能な工事について、将

来の損失に備えるた

め、当中間連結会計期

間末日後の損失見積額

を計上している。 

―――――― ―――――― 

   退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備

えるため、当連結会計

年度末における退職給

付債務及び年金資産の

見込額に基づき、当中

間連結会計期間末にお

いて発生していると認

められる額を計上して

いる。 

  なお、数理計算上の差

異は、定額法により発

生の翌連結会計年度か

ら５年間で費用処理す

ることとしている。 

  

 退職給付引当金 

同左 

 退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備

えるため、当連結会計

年度末における退職給

付債務及び年金資産の

見込額に基づき計上し

ている。 

  なお、数理計算上の差

異は、定額法により発

生の翌連結会計年度か

ら５年間で費用処理す

ることとしている。過

去勤務債務は、定額法

により発生時から５年

間で費用処理すること

としている。 



  

項目 
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

    過去勤務債務は、定額

法により発生時から５

年間で費用処理するこ

ととしている。 

    

   役員退職慰労引当金 

  役員の退職慰労金の支

払に充てるため、内規

に基づく中間期末要支

給額を計上している。 

 役員退職慰労引当金 

同左 

 役員退職慰労引当金 

  役員の退職慰労金の支

払に充てるため、内規

に基づく期末要支給額

を計上している。 

   事業構造改革引当金 

  事業構造改革に伴い、

今後発生が見込まれる

損失について合理的に

見積られる金額を計上

している。 

 事業構造改革引当金 

同左 

 事業構造改革引当金 

同左 

  (4) 完成工事高の計上基準 

  進捗率50％以上の長期

大型橋梁工事(工期１

年以上、請負金額５億

円以上)については工

事進行基準に、その他

の工事については工事

完成基準によってい

る。 

(4) 完成工事高の計上基準 

  進捗率50％以上の長期

大型橋梁工事(工期１

年以上、請負金額５億

円(東北鉄骨橋梁株式

会社は１億円)以上)に

ついては工事進行基準

に、その他の工事につ

いては工事完成基準に

よっている。 

(4) 完成工事高の計上基準 

  進捗率50％以上の長期

大型橋梁工事(工期１

年以上、請負金額５億

円以上)については工

事進行基準に、その他

の工事については工事

完成基準によってい

る。 

  なお、工事進行基準に

よる 完成工事高は

2,475百万円である。 

なお、工事進行基準に

よる完成工事高は   

3,136百万円である。 

（会計方針の変更） 

従来、連結子会社であ

る東北鉄骨橋梁株式会

社は進捗率 50%以上の

長期大型橋梁工事（工

期 1年以上、請負金額

5億円以上）について

は工事進行基準を採用

していたが、請負金額 

5億円以上の受注工事

実績がないことと企業

規模縮小により大型橋

梁工事完成時期のズレ

による決算への影響が

大きくなったことから

生産実態を経営成績に

適切に反映させるた

め、当中間連結会計期

間より進行基準対象工

事を請負金額 1億円以

上に変更している。 

なお、工事進行基準に

よる完成工事高は   

8,162百万円である。 



  

項目 
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

    この結果、従来の基準

によった場合に比べて

当中間連結会計期間の

完成工事高は 211百万

円増加し、経常損失及

び税金等調整前中間純

損失はそれぞれ48百万

円減少している。 

  

  

  

(5) 重要なリース取引の処

理方法 

  リース物件の所有権が

借主に移転すると認め

られるもの以外のファ

イナンス・リース取引

については、通常の賃

貸借取引に係る方法に

準じた会計処理によっ

ている。 

(5) 重要なリース取引の処

理方法 

同左 

(5) 重要なリース取引の処

理方法 

同左 

  (6)重要なヘッジ会計の方

法 

―――――― 

(6)重要なヘッジ会計の方

法 

ヘッジ会計の要件

を満たす金利スワ

ップについては、

特例処理を採用し

ている。 

ヘッジ手段とヘッジ対

象 

ヘッジ手段・・・

金利スワップ 

   ヘッジ対象・・・

借入金利息 

ヘッジ方針 

借入金の金利変動

リスクを回避する

目的で金利スワッ

プ取引を行ってい

る。 

ヘッジ有効性評価の方

法 

   金利スワップについ

ては、ヘッジ対象と

ヘッジ手段に関する

重要な条件が同一で

あり、かつ、ヘッジ

開始時及びその後も

継続して相場変動を

完全に相殺するもの

と想定できるため、

ヘッジ有効性の評価

は省略している。 

(6)重要なヘッジ会計の方

法 

同左 



  

  

中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

項目 前中間連結会計期間 

(自 平成16年４月１日 

至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 

(自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日) 

  (7) その他中間連結財務諸

表作成のための重要な

事項 

 消費税等の会計処理 

  消費税等に相当する額

の会計処理は、税抜方

式によっている。 

(7) その他中間連結財務諸

表作成のための重要な

事項 

 消費税等の会計処理 

同左 

(7) その他連結財務諸表作

成のための重要な事項 

 消費税等の会計処理 

  消費税等の会計処理は

税抜方式によってい

る。 

５ 中間連結キャッ

シュ・フロー計

算書(連結キャッ

シュ・フロー計

算書)における資

金の範囲 

中間連結キャッシュ・フロ

ー計算書における資金(現

金及び現金同等物)は、手

許現金、随時引き出し可能

な預金及び容易に換金可能

であり、かつ、価値の変動

について僅少なリスクしか

負わない取得日から３ヶ月

以内に償還期限の到来する

短期投資からなる。 

同左 

  

連結キャッシュ・フロー計

算書における資金(現金及

び現金同等物)は、手許現

金、随時引き出し可能な預

金及び容易に換金可能であ

り、かつ、価値の変動につ

いて僅少なリスクしか負わ

ない取得日から３ヶ月以内

に償還期限の到来する短期

投資からなる。 

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

―――――― （固定資産の減損に係る会計基準） 

当中間連結会計期間より、固定資産

の減損に係る会計基準（「固定資産

の減損に係る会計基準の設定に関す

る意見書」（企業会計審議会 平成

14年8月9日））及び「固定資産の減

損に係る会計基準の適用指針」（企

業会計基準適用指針第６号 平成15

年10月31日）を適用している。これ

により税金等調整前中間純損失は

4,730百万円増加している。なお、

減損損失累計額については、改正後

の中間連結財務諸表規則に基づき各

資産の金額から直接控除している。 

―――――― 



表示方法の変更 
(中間連結損益計算書関係) 

  

  

項目 
前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

材料屑売却益の表示方法 「材料屑売却益」は、前中間連結会計

期間は、営業外収益の「雑収入」に含

めて表示していたが、当中間連結会計

期間において営業外収益の総額の100

分の10を超えたため区分掲記してい

る。なお、前中間連結会計期間の営業

外収益の「雑収入」に含まれている

「材料屑売却益」は5百万円である。 

―――――― 

材料貯蔵品売却損の表示方法 「材料貯蔵品売却損」は、前中間連結

会計期間は、営業外費用の「雑支出」

に含めて表示していたが、当中間連結

会計期間において営業外費用の総額の

100分の10を超えたため区分掲記して

いる。なお、前中間連結会計期間の営

業外費用の「雑支出」に含まれている

「材料貯蔵品売却損」は0百万円であ

る。 

―――――― 



注記事項 
(中間連結貸借対照表関係) 

  

  

前中間連結会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前連結会計年度末 

(平成17年３月31日) 

１※１担保資産 

   下記の資産は、短期借入金   

330百万円(うち長期借入金よ

り振替分330百万円)の担保に

供している。 

  

建物 274百万円

土地 316 

計 590 

１※１担保資産 

   下記の資産は、短期借入金

40百万円(うち長期借入金よ

り振替分40百万円)および長

期借入金250百万円の担保に

供している。 

建物 265百万円

土地 316 

計 581 

１※１担保資産 

   下記の資産は、短期借入金   

310百万円の担保に供してい

る。 

  

  

建物 268百万円

土地 316 

計 584 

２ 当社においては、運転資金の効

率的な調達を行うため取引銀行

５行と貸出コミットメント契約

を締結している。 

当中間連結会計期間末における

貸出コミットメントに係る借入

未実行残高等は次のとおりであ

る。 

  

貸出コミット 
メントの総額 

1,600 百万円

借入実行残高 ―  

差引額 1,600   

２      同左 

  

  

  

当中間連結会計期間末における

貸出コミットメントに係る借入

未実行残高等は次のとおりであ

る。 

  

貸出コミット
メントの総額 

1,600 百万円

借入実行残高 ―

差引額 1,600

２      同左 

  

  

  

当連結会計年度末における貸出

コミットメントに係る借入未実

行残高等は次のとおりである。 

  

  

貸出コミット 
メントの総額 

1,600 百万円

借入実行残高 ―  

差引額 1,600   



 (中間連結損益計算書関係) 

  

前中間連結会計期間 

(自 平成16年４月１日 

至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 

(自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日) 

１※１このうち、主要な費用項目及

び金額は、次のとおりであ

る。 

従業員給料 

手当 
343百万円

賞与引当金 

繰入額 
70 

退職給付費用 41 

役員退職慰労 

引当金繰入額 
21 

１※１このうち、主要な費用項目及

び金額は、次のとおりであ

る。 

従業員給料 

手当 
339百万円

賞与引当金 

繰入額 
52 

退職給付費用 34 

役員退職慰労

引当金繰入額
15 

１※１このうち、主要な費用項目及

び金額は、次のとおりであ

る。 

従業員給料 

手当 
892百万円

賞与引当金 

繰入額 
70 

退職給付費用 86 

役員退職慰労 

引当金繰入額 
44 

減価償却費 160 

２※２固定資産売却益の内訳 

機械装置・ 

運搬具 
0百万円

その他 0 

計 0 

２※２固定資産売却益の内訳 

機械装置・ 

運搬具 
0百万円

２※２固定資産売却益の内訳 

機械装置・ 

運搬具 
0百万円

工具器具・ 

備品 
0 

計 0 

３※３固定資産売却損の内訳 

機械装置・ 

運搬具 
11百万円

その他 0 

計 11 

  ３※３固定資産売却損の内訳 

建物・構築物 6百万円  

 
機械装置・ 

運搬具 
11 

 無形固定資産 1 
 計 19 

  ３※４減損損失 

当中間連結会計期間におい

て、当社グループは以下の資産

グループについて減損損失を計

上した。 

当社グループは、製品別を基

礎として橋梁製品製造用資産、

鉄骨製品製造用資産、賃貸用不

動産及び共用資産にグルーピン

グを行っている。 

これらの資産グループのう

ち、鉄骨製品製造用資産につい

ては、鋼材価格の高騰、市場単

価の低迷等による受注環境の悪

化により投資金額の回収が困難

との判断により帳簿価額を回収

可能価額まで減額し、当該減少

額を減損損失（4,732百万円）

として計上している。その内訳

は、土地4,220百万円及び建物

511百万円である。 

場所 用途 種類 

富津工場 

（千葉県 

富津市） 

製造用 

資産 

土地及び 

建物 

  



  

    
  

(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 
  

  

前中間連結会計期間 

(自 平成16年４月１日 

至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 

(自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日) 

  なお、当資産グループの回収

可能価額は不動産鑑定評価によ

る正味売却価額によっている。 

  

前中間連結会計期間 

(自 平成16年４月１日 

至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 

(自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日) 

１ 現金及び現金同等物の中間期末

残高と中間連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関

係 

  現金及び現金同等物の中間期末

残高は、中間連結貸借対照表の

現金預金勘定の残高と同一であ

る。 

１ 現金及び現金同等物の中間期末

残高と中間連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関

係 

同左 

１ 現金及び現金同等物の期末残高

と連結貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係 

  

現金及び預金勘
定 

7,814百万円 

預入期間３か月
超の定期預金 

△212  

現金及び現金同
等物 

7,601   



(リース取引関係) 
  

  

前中間連結会計期間 

(自 平成16年４月１日 

至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 

(自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日) 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引 

（借主側） 

 ① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び中間期末残高相当額 

  

取得価額 

相当額 

(百万円) 

減価償却 

累計額 

相当額 

(百万円) 

中間期末 

残高 

相当額 

(百万円) 

その他 

有形固 

定資産 

26 13 13 

合計 26 13 13 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引 

（借主側） 

 ① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び中間期末残高相当額 

  

  

取得価額

相当額 

(百万円)

減価償却 

累計額 

相当額 

(百万円) 

中間期末 

残高 

相当額 

(百万円) 

その他 

有形固 

定資産 

26 15 11 

合計 26 15 11 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引 

（借主側） 

 ① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び期末残高相当額 

  

取得価額 

相当額 

(百万円) 

減価償却 

累計額 

相当額 

(百万円) 

期末残高 

相当額 

(百万円) 

その他 

有形固 

定資産 

26 12 13 

合計 26 12 13 

 ② 未経過リース料中間期末残高

相当額 

１年内 5百万円

１年超 8 

計 13 

 ② 未経過リース料中間期末残高

相当額 

１年内 4百万円

１年超 6 

計 11 

 ② 未経過リース料期末残高相当

額 

１年内 5百万円

１年超 8 

計 13 

   (注)取得価額相当額及び未経

過リース料中間期末残高

相当額は、未経過リース

料中間期末残高が、有形

固定資産の中間期末残高

等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法によ

り算定している。 

   (注)  同左    (注)取得価額相当額及び未経

過リース料期末残高相当

額は、未経過リース料期

末残高が、有形固定資産

の期末残高等に占める割

合が低いため、支払利子

込み法により算定してい

る。 

 ③ 支払リース料及び減価償却費

相当額 

支払リース料 2百万円

減価償却費 

相当額 
2百万円

 ③ 支払リース料及び減価償却費

相当額 

支払リース料 2百万円

減価償却費 

相当額 
2百万円

 ③ 支払リース料及び減価償却費

相当額 

支払リース料 5百万円

減価償却費 

相当額 
5百万円

 ④ 減価償却費相当額の算定方法 

   リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法に

よっている。 

 ④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

 ④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

２ オペレーティング・リース取引 

（借主側） 

   未経過リース料 

１年内 87百万円

１年超 168 

計 256 

２ オペレーティング・リース取引 

（借主側） 

   未経過リース料 

１年内 87百万円

１年超 80 

計 168 

２ オペレーティング・リース取引 

（借主側） 

   未経過リース料 

１年内 87百万円

１年超 124 

計 212 

  （減損損失について） 

 リース資産に配分された減損損失

はないので、項目等の記載は省略

している。 

  



(有価証券関係) 
＜前中間連結会計期間末＞(平成16年９月30日) 

  

  

＜当中間連結会計期間末＞(平成17年９月30日) 
  

  

＜前連結会計年度末＞(平成17年３月31日) 
  

  

  
有価証券 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  
２ 時価のない主な「有価証券」の内容および中間連結貸借対照表計上額 
 (1) その他有価証券 

  

    
取得原価 
(百万円) 

中間連結貸借対照表
計上額(百万円) 

差額 
(百万円) 

(1) 株式  913 2,941 2,028 

(2) 債券  ― ― ― 

(3) その他  ― ― ― 

合計  913 2,941 2,028 

非上場株式(店頭売買株式を除く) 347百万円

  
有価証券 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  
２ 時価のない主な「有価証券」の内容および中間連結貸借対照表計上額 
 (1) その他有価証券 

  

    
取得原価 
(百万円) 

中間連結貸借対照表
計上額(百万円) 

差額 
(百万円) 

(1) 株式  845 4,217 3,371 

(2) 債券  ― ― ― 

(3) その他  ― ― ― 

合計  845 4,217 3,371 

非上場株式 353百万円

  
有価証券 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  
２ 時価のない主な「有価証券」の内容および連結貸借対照表計上額 
 (1) その他有価証券 

  

    
取得原価 
(百万円) 

連結貸借対照表
計上額(百万円) 

差額 
(百万円) 

(1) 株式  845 3,267 2,421 

(2) 債券  ― ― ― 

(3) その他  ― ― ― 

合計  845 3,267 2,421 

非上場株式 348百万円



(デリバティブ取引関係) 
  

  

前中間連結会計期間 

(自 平成16年４月１日 

至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 

(自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日) 

当社グループは、デリバティブ取引

を全く利用していないので、該当事

項なし。 

当社グループは、金利スワップ取引

を行っているが、いずれもヘッジ会

計を適用しているので、該当事項な

し。 

同左 



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日)     （単位：百万円） 

(注)事業区分の方法及び各区分に属する主要な製品の名称 

1.事業の区分は、内部管理上採用している区分によっている。 

2.各区分に属する主要な製品の名称 

(1) 鉄構製品事業…橋梁・水門・鉄骨・鉄塔その他鋼構造物の設計・製作及び現場組立・架設等 

(2) 不動産事業 …不動産・機械装置の賃貸 

  

当中間連結会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日)     （単位：百万円） 

(注)事業区分の方法及び各区分に属する主要な製品の名称 

1.事業の区分は、内部管理上採用している区分によっている。 

2.各区分に属する主要な製品の名称 

(1) 鉄構製品事業…橋梁・水門・鉄骨・鉄塔その他鋼構造物の設計・製作及び現場組立・架設等 

(2) 不動産事業 …不動産・機械装置の賃貸 

  鉄構製品事業 不動産事業 計 
消去又 

は全社 
連結 

  売上高及び営業損益      

  売上高      

（1）外部顧客に対する売上高 12,953 162 13,116 ― 13,116 

（2）セグメント間の内部売上 0 28 28 △28 ― 

高又は振替高      

計 12,953 191 13,144 △28 13,116 

営業費用 13,892 181 14,073 △28 14,045 

営業利益又は営業損失（△） △939 9 △929 0 △929 

  鉄構製品事業 不動産事業 計 
消去又 

は全社 
連結 

  売上高及び営業損益      

  売上高      

（1）外部顧客に対する売上高 12,592 176 12,768 ― 12,768 

（2）セグメント間の内部売上 0 19 19 △19 ― 

高又は振替高      

計 12,592 196 12,788 △19 12,768 

営業費用 13,644 88 13,732 △19 13,712 

営業利益又は営業損失（△） △1,051 107 △944 0 △944 



  

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日)       （単位：百万円） 

(注) 事業区分の方法及び各区分に属する主要な製品の名称 

1.事業の区分は、内部管理上採用している区分によっている。 

2.各区分に属する主要な製品の名称 

(1) 鉄構製品事業…橋梁・水門・鉄骨・鉄塔その他鋼構造物の設計・製作及び現場組立・架設等 

(2) 不動産事業 …不動産・機械装置の賃貸 

  
鉄構製品事

業 
不動産事業 計 

消去又 

は全社 
連結 

  売上高及び営業損益     

  売上高     

（1）外部顧客に対する売上高 29,874 284 30,159 ― 30,159 

（2）セグメント間の内部売上 0 49 49 △49 ― 

高又は振替高     

計 29,874 334 30,208 △49 30,159 

営業費用 30,931 262 31,193 △49 31,144 

営業利益又は営業損失（△） △1,056 72 △984 0 △984 



  

【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日) 

在外連結子会社がないため、該当事項なし。 

  

当中間連結会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日) 

全セグメントの売上高の合計に占める「日本」の割合が90％を超えているため、記載を省略した。 

  

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

全セグメントの売上高の合計に占める「日本」の割合が90％を超えているため、記載を省略した。 

  

【海外売上高】 

前中間連結会計期間(自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日) 

海外売上高がないため、該当事項なし。 

  

当中間連結会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日) 

海外売上高が連結売上高の10％未満であるため、記載を省略した。 

  

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

海外売上高が連結売上高の10％未満であるため、記載を省略した。 

  



(１株当たり情報) 
  

(注) １株当たり中間(当期)純損失の算定上の基礎 

  

  

 (重要な後発事象) 

  

(2) 【その他】 

    該当事項なし。 

  

前中間連結会計期間 

(自 平成16年４月１日 

至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 

(自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日) 

１株当たり純資産額 988円8銭 １株当たり純資産額 860円95銭 １株当たり純資産額 996円67銭

１株当たり中間純損失 

金額 
13円88銭

１株当たり中間純損失 

金額 
148円62銭

１株当たり当期純損失 

金額 
17円34銭

なお、潜在株式調整後１株当たり中

間純利益金額については、中間純損

失であり、また、潜在株式がないた

め記載していない。 

同左 なお、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額については、１株当た

り当期純損失であり、また潜在株式

が存在しないため記載していない。 

項目 

前中間連結会計期間 

(自 平成16年４月１日 

至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日)

前連結会計年度 

(自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日)

中間(当期)純損失(百万円) 505 5,340 629 

普通株式に係る中間(当期)
純損失金額 (百万円)

505 5,340 629 

普通株式の期中平均株式数
(千株) 

36,418 35,935 36,305 

前中間連結会計期間 

(自 平成16年４月１日 

至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 

(自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日) 

―――――― 当社は、平成17年６月15日に「私的独

占の禁止及び公正取引の確保に関する

法律（独占禁止法）第３条（不当な取

引制限の禁止）」違反の容疑で、公正

取引委員会より刑事告発を受け、同

日、同法違反容疑で東京高等検察庁よ

り起訴された。また、平成17年９月29

日付で同法に違反する行為があったと

して公正取引委員会から排除勧告を受

け、取締役会において同勧告に応諾す

ることを決議し、平成17年10月11日に

同委員会に勧告応諾書を提出した。今

後、課徴金等の損失発生が見込まれる

が、現在のところ、その金額を合理的

に見積もることは困難であり、当中間

連結会計期間末日後の財政状態及び経

営成績に与える影響は明らかではな

い。 

  

当社は、平成17年６月15日に「私的

独占の禁止及び公正取引の確保に関

する法律」第３条（不当な取引制限

の禁止）違反の容疑で、公正取引委

員会より刑事告発を受け、同日、同

法違反容疑で東京高等検察庁より起

訴された。さらにその後、国土交通

省、地方自治体等により指名停止措

置の行政処分を受けるにいたってい

る。これにより、翌期の橋梁受注高

が大幅に減少することが予想され、

また、課徴金等の損失が発生する可

能性がある。しかしながら、現在の

ところ、当該事象による影響を合理

的に見積もることは困難であり、当

該事象が当社の翌期以降の財政状態

及び経営成績に与える影響は未確定

である。 



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

  

  
前中間会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(資産の部)   

Ⅰ 流動資産   

現金預金 7,560 3,911 6,753 

受取手形 539 1,620 964 

完成工事未収入金 5,108 6,637 6,984 

未成工事支出金等 8,841 14,660 8,963 

その他 2,330 4,147 3,058 

貸倒引当金 △0 △53 △0 

流動資産合計 24,380 44.7 30,924 54.0 26,724 46.9

Ⅱ 固定資産   

１ 有形固定資産 ※１   

建物 6,206 5,515 6,151 

機械装置 1,257 1,111 1,170 

土地 16,614 12,369 16,590 

その他 619 542 591 

有形固定資産合計 24,698 19,538 24,504 

２ 無形固定資産 151 122 131 

３ 投資その他の資産   

投資有価証券 4,567 5,779 4,827 

その他 778 946 826 

貸倒引当金 △0 △8 △8 

投資その他の資産合
計 

5,345 6,717 5,646 

固定資産合計 30,195 55.3 26,378 46.0 30,281 53.1

資産合計 54,576 100 57,302 100 57,006 100 

    



  

  
前中間会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(負債の部)   

Ⅰ 流動負債   

支払手形 1,775 2,609 2,223 

工事未払金 3,808 7,205 7,810 

短期借入金 2,500 2,000 2,500 

一年以内償還予定社債 500 200 200 

未払法人税等 23 25 53 

未成工事受入金 5,691 9,409 4,012 

賞与引当金 182 139 185 

工事損失引当金 360 － － 

その他 1,009 679 843 

流動負債合計 15,849 29.0 22,268 38.9 17,828 31.3

Ⅱ 固定負債   

社債 200 － － 

長期借入金 － 1,000 500 

繰延税金負債 2,432 2,509 2,380 

退職給付引当金 790 913 871 

役員退職慰労引当金 134 132 149 

事業構造改革引当金 189 189 189 

その他 181 181 181 

固定負債合計 3,928 7.2 4,925 8.6 4,272 7.5

負債合計 19,778 36.2 27,194 47.5 22,100 38.8

(資本の部)   

Ⅰ 資本金 6,619 12.1 6,619 11.6 6,619 11.6

Ⅱ 資本剰余金   

資本準備金 6,273 6,273 6,273 

その他資本剰余金 0 0 0 

資本剰余金合計 6,273 11.5 6,274 10.9 6,274 11.0

Ⅲ 利益剰余金   

利益準備金 761 761 761 

任意積立金 20,320 19,754 20,320 

中間(当期)未処理損失 378 5,134 344 

利益剰余金合計 20,703 37.9 15,381 26.8 20,737 36.4

Ⅳ その他有価証券評価差額金 1,204 2.2 2,001 3.5 1,437 2.5

Ⅴ 自己株式 △4 △0.0 △168 △0.3 △164 △0.3

資本合計 34,798 63.8 30,108 52.5 34,905 61.2

負債資本合計 54,576 100 57,302 100 57,006 100 

    



② 【中間損益計算書】 

  

  

  
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前事業年度の 
要約損益計算書 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 完成工事高 11,957 100 10,311 100 28,151 100 

Ⅱ 完成工事原価 11,628 97.3 10,022 97.2 26,449 94.0

完成工事総利益 328 2.7 288 2.8 1,702 6.0

Ⅲ 販売費及び一般管理費 1,156 9.7 1,155 11.2 2,395 8.5

営業損失 827 6.9 866 8.4 693 2.5

Ⅳ 営業外収益   

受取利息 9 8 17 

その他 ※１ 44 53 79 

営業外収益計 54 0.5 61 0.6 97 0.3

Ⅴ 営業外費用   

支払利息 16 21 33 

その他 5 2 11 

営業外費用計 22 0.2 24 0.2 44 0.2

   経常損失 794 6.6 828 8.0 640 2.3

Ⅵ 特別利益 1 0.0 0 0.0 32 0.1

Ⅶ 特別損失 ※２ 35 0.3 4,741 46.0 64 0.2

税引前中間(当期)純損失 828 6.9 5,570 54.0 672 2.4

法人税、住民税 
及び事業税 

13 0.1 12 0.1 26 0.1

法人税等調整額 △313 △2.6 △333 △3.2 △235 △0.8

中間(当期)純損失 527 4.4 5,248 50.9 462 1.6

前期繰越利益 149 113 149 

合併による未処分利益受
入額 

― ― 77 

中間配当額 ― ― 109 

中間(当期)未処理損失 378 5,134 344 

      



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１ 資産の評価基準及

び評価方法 

(1) 有価証券 

 子会社株式及び関連会社

株式 

  …移動平均法による原

価法 

(1) 有価証券 

同左 

(1) 有価証券 

 子会社株式及び関連会社

株式 

  …移動平均法による原

価法 

   その他有価証券 

  ＜時価のあるもの＞ 

  …中間期末日の市場価

格等に基づく時価法

(評価差額は全部資

本直入法により処理

し、売却原価は移動

平均法により算定し

ている。) 

  ＜時価のないもの＞ 

  …移動平均法による原

価法 

   その他有価証券 

  ＜時価のあるもの＞ 

  …期末日の市場価格等

に基づく時価法(評

価差額は全部資本直

入法により処理し、

売却原価は移動平均

法により算定してい

る。) 

  ＜時価のないもの＞ 

  …移動平均法による原

価法 

  (2) たな卸資産 

 未成工事支出金 

   個別法による原価法 

 材料貯蔵品 

   移動平均法による原

価法 

(2) たな卸資産 

同左 

(2) たな卸資産 

同左 

２ 固定資産の減価償

却の方法 

建物及び無形固定資産につ

いては定額法、建物以外の

有形固定資産については定

率法によっている。 

無形固定資産のうち、自社

利用のソフトウェアについ

ては、社内における見積利

用可能期間(５年)に基づく

定額法によっている。 

なお、通常の使用時間を超

えて稼動した機械装置につ

いては、当社の通常の使用

時間と超過使用時間との割

合に基づき、増加償却を実

施している。 

なお、主な耐用年数は以下

の通りである。 

建物    15年～50年 

機械装置     13年 

建物及び無形固定資産につ

いては定額法、建物以外の

有形固定資産については定

率法によっている。 

無形固定資産のうち、自社

利用のソフトウェアについ

ては、社内における見積利

用可能期間(５年)に基づく

定額法によっている。 

なお、主な耐用年数は以下

の通りである。 

建物    15年～50年 

機械装置     13年 

同左 



  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

３ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 

  債権の貸倒れによる損

失に備えるため貸倒実

績率により計上してい

る。 

(1) 貸倒引当金 

  債権の貸倒れによる損

失に備えるため、一般

債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念

債権等特定の債権につ

いては、個別に回収可

能性を検討し、回収不

能見込額を計上してい

る。 

(1) 貸倒引当金 

同左 

  (2) 賞与引当金 

  従業員の賞与金支給に

備えるため、支給見込

額のうち当中間会計期

間に帰属する部分を計

上している。 

(2) 賞与引当金 

同左 

(2) 賞与引当金 

  従業員の賞与金支給に

備えるため、支給見込

額のうち、当期に帰属

する部分を計上してい

る。 

  (3) 工事損失引当金 

  当中間会計期間末の手

持工事のうち、大幅な

損失が発生すると見込

まれ、かつ、同時点で

の当該損失額を合理的

に見積ることが可能な

工事について、将来の

損失に備えるため、当

中間会計期間末日後の

損失見積額を計上して

いる。 

―――――― ―――――― 

  (4) 退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備

えるため、当事業年度

末における退職給付債

務及び年金資産の見込

額に基づき、当中間会

計期間末において発生

していると認められる

額を計上している。 

  なお、数理計算上の差

異は、定額法により発

生の翌期から５年間で

費用処理することとし

ている。 

  過去勤務債務は、定額

法により発生時から5

年間で費用処理するこ

ととしている。 

(3) 退職給付引当金 

同左 

  

(3) 退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備

えるため、当期末にお

ける退職給付債務及び

年金資産の見込額に基

づき計上している。 

  なお、数理計算上の差

異は、定額法により発

生の翌期から５年間で

費用処理することとし

ている。 

  過去勤務債務は、定額

法により発生時から5

年間で費用処理するこ

ととしている。 



  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

  (5) 役員退職慰労引当金 

  役員の退職慰労金の支

払に充てるため、内規

に基づく中間期末要支

給額を計上している。 

(4) 役員退職慰労引当金 

同左 

(4) 役員退職慰労引当金 

  役員の退職慰労金の支

払に充てるため、内規

に基づく期末要支給額

を計上している。 

  (6) 事業構造改革引当金 

  事業構造改革に伴い、

今後発生が見込まれる

損失について合理的に

見積られる金額を計上

している。 

(5) 事業構造改革引当金 

同左 

(5) 事業構造改革引当金 

同左 

４ 完成工事高の計上

基準 

進捗率50％以上の長期大型

橋梁工事(工期１年以上、

請負金額５億円以上)につ

いては工事進行基準に、そ

の他の工事については、工

事完成基準によっている。 

同左 同左 

  なお、工事進行基準による

完成工事高は2,475百万円

である。 

なお、工事進行基準による

完成工事高は2,925百万円

である。 

なお、工事進行基準による

完成工事高は8,162百万円

である。 

５ リース取引の処理

方法 

  

リース物件の所有権が借主

に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リ

ース取引については、通常

の賃貸借取引に係る方法に

準じた会計処理によってい

る。 

同左 同左 

６ ヘッジ会計の方法 ヘッジ会計の方法 

―――――― 

ヘッジ会計の方法 

ヘッジ会計の要件を満た

す金利スワップについて

は、特例処理を採用して

いる。 

ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段・・・金利ス

ワップ 

ヘッジ対象・・・借入金

利息 

ヘッジ方針 

借入金の金利変動リスク

を回避する目的で金利ス

ワップ取引を行ってい

る。 

ヘッジ有効性評価の方法 

 金利スワップについて

は、ヘッジ対象とヘッジ

手段に関する重要な条件

が同一であり、かつ、ヘ

ッジ開始時及びその後も

継続して相場変動を完全

に相殺するものと想定で

きるため、ヘッジ有効性

の評価は省略している。 

ヘッジ会計の方法 

同左 



  

  

  

  

中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

項目 
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

７ 消費税等の会計処

理 

消費税等に相当する額の会

計処理は、税抜方式によっ

ている。 

消費税等に相当する額の会

計処理は、税抜方式によっ

ている。 

消費税等に相当する額の会

計処理は、税抜方式によっ

ている。 

  なお、仮払消費税等と仮受

消費税等を相殺の上流動負

債のその他に含めている。 

なお、仮払消費税等と仮受

消費税等を相殺の上流動資

産のその他に含めている。 

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

―――――― （固定資産の減損に係る会計基準） 

当中間会計期間より、固定資産の減

損に係る会計基準（「固定資産の減

損に係る会計基準の設定に関する意

見書」（企業会計審議会 平成14年

8月9日））及び「固定資産の減損に

係る会計基準の適用指針」（企業会

計基準適用指針第６号 平成15年10

月31日）を適用している。これによ

り税引前中間純損失は4,730百万円

増加している。なお、減損損失累計

額については、改正後の中間財務諸

表等規則に基づき各資産の金額から

直接控除している。 

―――――― 



  

注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

  

前中間会計期間末 
(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末
(平成17年９月30日) 

前事業年度末 
(平成17年３月31日) 

１※１有形固定資産の減価償却累計

額 

9,272百万円 

１※１有形固定資産の減価償却累計

額 

9,886百万円 

１※１有形固定資産の減価償却累計

額 

9,694百万円 

２ 運転資金の効率的な調達を行な

うため取引銀行５行と貸出コミ

ットメント契約を締結してい

る。 

  当中間会計期間末における貸出

コミットメントに係る借入未実

行残高等は次のとおりである。 

貸出コミットメントの総額 

  1,600百万円

借入実行残高 ― 

差引額 1,600百万円

２      同左 

  

  

  

  当中間会計期間末における貸出

コミットメントに係る借入未実

行残高等は次のとおりである。 

貸出コミットメントの総額 

  1,600百万円

借入実行残高 ― 

差引額 1,600百万円

２      同左 

  

  

  

  当事業年度末における貸出コミ

ットメントに係る借入未実行残

高等は次のとおりである。 

貸出コミットメントの総額 

  1,600百万円

借入実行残高 ― 

差引額 1,600百万円



(中間損益計算書関係) 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１※１その他営業外収益のうち、重

要なものは次のとおりであ

る。 

受取配当金 18百万円

１※１その他営業外収益のうち、重

要なものは次のとおりであ

る。 

受取配当金 30百万円

１※１その他営業外収益のうち、重

要なものは次のとおりであ

る。 

受取配当金 28百万円

  ２※２特別損失のうち、重要なもの

は次のとおりである。 

減損損失 

当中間会計期間において、当

社は以下の資産グループについ

て減損損失を計上した。 

当社は、製品別を基礎として

橋梁製品製造用資産、鉄骨製品

製造用資産、賃貸用不動産及び

共用資産にグルーピングを行っ

ている。 

これらの資産グループのう

ち、鉄骨製品製造用資産につい

ては、鋼材価格の高騰、市場単

価の低迷等による受注環境の悪

化により投資金額の回収が困難

との判断により帳簿価額を回収

可能価額まで減額し、当該減少

額を減損損失（4,732百万円）

として計上している。その内訳

は、土地4,220百万円及び建物

511百万円である。 

なお、当資産グループの回収

可能価額は不動産鑑定評価によ

る正味売却価額によっている。 

場所 用途 種類 

富津工場 

（千葉県 

富津市） 

製造用 

資産 

土地及び 

建物 

  

２ 減価償却実施額 

有形固定資産 295百万円

無形固定資産 18百万円

３ 減価償却実施額 

有形固定資産 261百万円

無形固定資産 18百万円

２ 減価償却実施額 

有形固定資産 595百万円

無形固定資産 42百万円



(リース取引関係) 

  

  

(有価証券関係) 
前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株式で時価のあ
るものはない。 

  

(１株当たり情報) 
中間連結財務諸表を作成しているので、省略している。 

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引 

(借主側) 

 ① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び中間期末残高相当額 

  
取得価額 
相当額 
(百万円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

中間期末
残高 
相当額 
(百万円) 

備品 12 3 9

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引 

(借主側) 

 ① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び中間期末残高相当額 

  
取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却
累計額 
相当額 
(百万円) 

中間期末
残高 
相当額 
(百万円) 

備品 12 3 8

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引 

(借主側) 

 ① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び期末残高相当額 

取得価額
相当額 
(百万円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

期末残高
相当額 
(百万円) 

備品 12 2 10

 ② 未経過リース料中間期末残高

相当額 

１年内 2百万円

１年超 6 

計 9 

 ② 未経過リース料中間期末残高

相当額 

１年内 3百万円

１年超 5

計 8

 ② 未経過リース料期末残高相当

額 

１年内 3百万円

１年超 7 

計 10 

   (注)取得価額相当額及び未経

過リース料中間期末残高

相当額は、未経過リース

料中間期末残高が、有形

固定資産の中間期末残高

等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法によ

り算定している。 

   (注)  同左    (注)取得価額相当額及び未経

過リース料期末残高相当

額は、未経過リース料期

末残高が、有形固定資産

の期末残高等に占める割

合が低いため、支払利子

込み法により算定してい

る。 

 ③ 支払リース料及び減価償却費

相当額 

支払リース料 1百万円

減価償却費 
相当額 

1百万円

 ③ 支払リース料及び減価償却費

相当額 

支払リース料 1百万円

減価償却費
相当額 

1百万円

 ③ 支払リース料及び減価償却費

相当額 

支払リース料 5百万円

減価償却費 
相当額 

5百万円

 ④ 減価償却費相当額の算定方法 

   リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法に

よっている。 

 ④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

 ④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

２ オペレーティング・リース取引 

(借主側) 

未経過リース料 

１年内 87百万円

１年超 168 

計 256 

２ オペレーティング・リース取引 

(借主側) 

未経過リース料 

１年内 87百万円

１年超 80 

計 168 

２ オペレーティング・リース取引 

(借主側) 

未経過リース料 

１年内 87百万円

１年超 124 

計 212 

  (減損損失について) 

 リース資産に配分された減損損失

はないので、項目等の記載は省略

している。 

  



 (重要な後発事象) 

  

  

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１ 株式会社駒井テクノスの吸収合

併 

  平成16年８月６日開催の当社取

締役会決議に基づき100％子会

社である株式会社駒井テクノス

を吸収合併した。 

当社は、平成17年６月15日に「私的

独占の禁止及び公正取引の確保に関

する法律（独占禁止法）第３条（不

当な取引制限の禁止）」違反の容疑

で、公正取引委員会より刑事告発を

受け、同日、同法違反容疑で東京高

等検察庁より起訴された。また、平

成17年９月29日付で同法に違反する

行為があったとして公正取引委員会

から排除勧告を受け、取締役会にお

いて同勧告に応諾することを決議

し、平成17年10月11日に同委員会に

勧告応諾書を提出した。今後、課徴

金等の損失発生が見込まれるが、現

在のところ、その金額を合理的に見

積もることは困難であり、当中間会

計期間末日後の財政状態及び経営成

績に与える影響は明らかではない。 

当社は、平成17年６月15日に「私的

独占の禁止及び公正取引の確保に関

する法律」第３条（不当な取引制限

の禁止）違反の容疑で、公正取引委

員会より刑事告発を受け、同日、同

法違反容疑で東京高等検察庁より起

訴された。さらにその後、国土交通

省、地方自治体等により指名停止措

置の行政処分を受けるにいたってい

る。これにより、翌期の橋梁受注高

が大幅に減少することが予想され、

また、課徴金等の損失が発生する可

能性がある。しかしながら、現在の

ところ、当該事象による影響を合理

的に見積もることは困難であり、当

該事象が当社の翌期以降の財政状態

及び経営成績に与える影響は未確定

である。 

 (1) 合併の目的 

   当社はグループ会社を含め、

事業の再構築を進めており、

経営資源の有効な活用を図る

ため合併することとした。 

 (2) 合併の方法 

   当社を存続会社とする吸収合

併方式で、株式会社駒井テク

ノスは解散した。 

 (3) 合併の期日 

        平成16年10月１日 

 (4) 合併に伴う新株式の発行と資

本の額 

   当社は株式会社駒井テクノス

の発行済株式のすべてを所有

していたので、合併による新

株の発行及び資本金の増加は

ない。 

 (5) 財産の引継 

   当社は、合併期日において株

式会社駒井テクノスの資産、

負債及び権利義務の一切を引

き継いだ。 

   なお、株式会社駒井テクノス

の平成16年９月30日現在の財

政状態は次のとおりである。 

    流動資産    96百万円 

    固定資産    260百万円 

    資産合計    357百万円 

    流動負債    209百万円 

    固定負債    ―百万円 

    負債合計    209百万円 



(2) 【その他】 

中間配当に関する取締役会の決議は、次のとおりである。 

(1) 決議年月日      平成17年11月18日 

(2) 中間配当金総額      107百万円 

(3) １株当たりの額      3円 00銭 

(4) 中間配当支払開始日  平成17年12月9日 

  



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出している。 

  

  

  

(1) 
有価証券報告書 
及びその添付書類 

事業年度 
(第76期) 

自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日 

  
平成17年６月30日 
関東財務局長に提出 

(2) 自己株券買付状況 
報告書 

報告期間 自 平成17年３月１日 
至 平成17年３月31日 

  
平成17年４月12日 
  

    
  

自 平成17年４月１日 
至 平成17年４月30日 

  
平成17年５月10日 
  

    
  

自 平成17年５月１日 
至 平成17年５月31日 

  
平成17年６月７日 
  

    
  

自 平成17年６月１日 
至 平成17年６月30日 

  
平成17年７月８日 
関東財務局長に提出。 



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項なし。 

  



独立監査人の中間監査報告書 
  

平成16年12月13日
駒井鉄工株式会社 

   取締役会  御中 

  

新日本監査法人  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の2の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている駒

井鉄工株式会社の平成16年4月1日から平成17年3月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成16年4月1日

から平成16年9月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中

間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の

作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにあ

る。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に

中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要

な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査

手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務

諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作

成基準に準拠して、駒井鉄工株式会社及び連結子会社の平成16年9月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了

する中間連結会計期間（平成16年4月1日から平成16年9月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に

関する有用な情報を表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上

 

指 定 社 員 
業 務 執 行 社 員 公認会計士 石 橋 正 紀  印 

    
指 定 社 員 
業 務 執 行 社 員 公認会計士 山 本 操 司  印 

 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別

途保管している。 



独立監査人の中間監査報告書 
  

平成17年12月8日
駒井鉄工株式会社 

   取締役会  御中 

  
新日本監査法人  
  

  
当監査法人は、証券取引法第193条の2の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている駒

井鉄工株式会社の平成17年4月1日から平成18年3月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成17年4月1日
から平成17年9月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中
間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の
作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにあ
る。 
当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に

中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要
な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査
手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務
諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 
当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作

成基準に準拠して、駒井鉄工株式会社及び連結子会社の平成17年9月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了
する中間連結会計期間（平成17年4月1日から平成17年9月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に
関する有用な情報を表示しているものと認める。 
  
追記情報 
１．中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載されているとおり、会社は当中間連結会計

期間より「固定資産の減損に係る会計基準」及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」を適用してい
る。 

２．中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項に記載されているとおり、連結子会社である東北鉄骨橋
梁株式会社は、当中間連結会計期間より工事進行基準を適用する長期大型橋梁工事の範囲を変更した。 

３．重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成17年6月15日に「私的独占の禁止及び公正取引の確保に
関する法律」第3条（不当な取引制限の禁止）違反の容疑で、公正取引委員会より刑事告発を受け、同日、同
法違反容疑で東京高等検察庁より起訴された。また、平成17年9月29日付で同法に違反する行為があったとし
て公正取引委員会から排除勧告を受け、平成17年10月11日に同委員会に勧告応諾書を提出した。今後、課徴金
等の損失の発生が見込まれている。 

  
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上
 

指 定 社 員 
業 務 執 行 社 員 公認会計士 川 島 育 也 

    
指 定 社 員 
業 務 執 行 社 員 公認会計士 山 本 操 司 

 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別

途保管している。 



独立監査人の中間監査報告書 
  

平成16年12月13日
駒井鉄工株式会社 

   取締役会  御中 

  

新日本監査法人  

  
  
  

当監査法人は、証券取引法第193条の2の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている駒

井鉄工株式会社の平成16年4月1日から平成17年3月31日までの第76期事業年度の中間会計期間（平成16年4月1日か

ら平成16年9月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査

を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対す

る意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に

中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必

要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する

意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に

準拠して、駒井鉄工株式会社の平成16年9月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成16

年4月1日から平成16年9月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上
 

 
  

指 定 社 員 
業 務 執 行 社 員 公認会計士 石 橋 正 紀  印 

    
指 定 社 員 
業 務 執 行 社 員 公認会計士 山 本 操 司  印 

 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別

途保管している。 



独立監査人の中間監査報告書 
  

平成17年12月8日
駒井鉄工株式会社 

   取締役会  御中 

  
新日本監査法人  
  

  
  
当監査法人は、証券取引法第193条の2の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている駒

井鉄工株式会社の平成17年4月1日から平成18年3月31日までの第77期事業年度の中間会計期間（平成17年4月1日か

ら平成17年9月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査

を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対す

る意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に

中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必

要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する

意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に

準拠して、駒井鉄工株式会社の平成17年9月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成17

年4月1日から平成17年9月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

１．中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載されているとおり、会社は当中間会計期間より

「固定資産の減損に係る会計基準」及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」を適用している。 

２．重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成17年6月15日に「私的独占の禁止及び公正取引の確保に

関する法律」第3条（不当な取引制限の禁止）違反の容疑で、公正取引委員会より刑事告発を受け、同日、同

法違反容疑で東京高等検察庁より起訴された。また、平成17年9月29日付で同法に違反する行為があったとし

て公正取引委員会から排除勧告を受け、平成17年10月11日に同委員会に勧告応諾書を提出した。今後、課徴金

等の損失の発生が見込まれている。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上

 

指 定 社 員 
業 務 執 行 社 員 公認会計士 川 島 育 也 

    
指 定 社 員 
業 務 執 行 社 員 公認会計士 山 本 操 司 

 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別

途保管している。 
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